
○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市産業振興ビジョン策定事業

予算額 8,682 千円 新規・拡充
継続の別 新規

事業内容

　市産業の持続的な成長の柱として、中長期的視点によ
る目指すべき産業の方向性・重点施策を明らかにしま
す。

（１）策定期間
　平成26年度～27年度の2か年継続で策定します。

（２）ビジョン体系イメージ
①中長期の基本的な構想（10年程度）
　市産業の現状、ポテンシャル、事業者・市民ニーズ等
を分析、目指す都市、産業の姿を示します。

②直近5カ年の産業振興施策
　具体的な目標と重点プロジェクトを示します。

（３）策定方法
①策定については、社会経済情勢の動向把握や基礎調査
（アンケート・ヒアリング等）、外部環境・内部環境分
析を伴うことから、策定支援業務としてプロポーザル業
者選定方式により業務委託を行い進めます。
②市産業や事業者・消費者の実態など、最新の動向を把
握するため綿密な調査を行います。

担当所属名 経済環境政策推進室 直通電話番号 64 － 1360



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市観光協会の運営支援

予算額 3,456 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

事業内容

　現在、法人格を持たない任意団体である「京田辺市観
光協会」について、組織の充実強化と社会的信用度を高
め、観光事業をさらに活性化するため、法人格の取得を
目指します。

　平成２７年４月に一般社団法人化となるための登記等
の手続きや、独立団体として協会運営ができるよう、専
従職員の採用を支援します。

担当所属名 経済環境部　産業振興課 直通電話番号 64 － 1364



○　目的

○　事業概要

　

拡充

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 商店街にぎわい創出支援事業

予算額 1,520 千円 新規・拡充
継続の別

事業内容

　地域の特色を生かしたにぎわいのある商店街づくりを推進する
ための取り組みについて支援します。

担当所属名 産業振興課 直通電話番号 64 － 1319

2分の1以内 200千円以上2,000千円
以下

②研修調査事業
200千円

補助対象

商店街の活性化を図るために行うイベ
ントその他創意工夫を凝らした事業(キ
ララフェスティバル、いすレース）

補助率 2分の1以内 上限500千円

①空き店舗活用
にぎわい支援事
業
520千円

補助対象

商店街内の空き店舗を購入または借り
受け、新規開業者向け貸店舗、コミュ
ニティ施設またはテナントミックスの
ための誘致店舗として改修及び運営す
る事業

補助率

商店街の活性化を図るために必要な研
修会等の事業

補助率 2分の1以内 上限50千円

③イベント事業
500千円

補助対象

④商店街活性化
協働事業
300千円

補助対象
NPO法人や市民団体等が、商店街団体
と協働により実施する商店街活性化を
図るための活動事業

補助率 2分の1以内　上限100千円



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 中小企業金融支援

予算額 33,900 千円
新規・拡充
継続の別 継続

事業内容

　中小企業の経営負担の軽減を図り、安定した経営やさらなる事
業展開を支援します。

①中小企業融資保証料補給金
　対象融資：京都府制度融資のうち下記融資を利用した市内企業
　　　　　　・一般振興融資（1,250万円以下）
　　　　　　・小規模企業おうえん融資ベース枠
　　　　　　・小規模企業おうえん融資ステップアップ枠
　　　　　　・創業支援融資
　　　　　　・雇用促進支援融資
　補助率：　２分の１（上限１０万円）
　予算額：　8,500千円

②中小企業融資利子補給金
　対象融資：京都府制度融資のうち下記融資を利用した市内企業
　　　　　　・一般振興融資（1,250万円以下）
　　　　　　・小規模企業おうえん融資ベース枠
　　　　　　・小規模企業おうえん融資ステップアップ枠
　補助率：　年利１％相当額以内
　　　　　　※おうえん融資ベース枠は1.7%(平成26年12月迄)
　予算額：　22,000千円

③中小企業融資利子補給金
　対象融資：日本政策金融公庫経営改善資金貸付を利用した市内
　　　　　　企業
　補助率：　年利１％相当額以内
　予算額：　3,400千円

担当所属名 産業振興課 直通電話番号 64 － 1319



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 緊急経済対策事業

予算額 1,500 千円
新規・拡充
継続の別 継続

事業内容

①市内業者の事業活動を支援し、地域経済の活性化と雇
用の安定を図ります。
②高齢者、障がい者等の社会参加を促進します。

バリアフリー改修助成
　市内業者により、店舗・住宅のバリアフリー改修工事
を行う者に対し、工事費の半額を助成するもの（上限
額：店舗200千円　住宅100千円）

①対象者
　京田辺市内の業者を利用してバリアフリー改修を行う
者
②対象工事
　対象工事経費が５万円（消費税別）以上で、助成金交
付決定後に着工し、市内の施工業者により施工する次に
掲げる工事
・廊下、階段、通路等の段差解消、手すりの設置、床の
ノンスリップ化、点字ブロックの設置工事
・通路や開口部の幅の拡張工事
・洋式便器等への取り替え工事
・その他、対象施設における移動の円滑化及び安全性の
向上に関し改善されると認められる工事

担当所属名 産業振興課 直通電話番号 64 － 1319



○　目的

○　事業概要

　

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 起業家育成施設入居支援事業

予算額 4,000 千円
新規・拡充
継続の別 継続

事業内容

・産学連携の促進。
・新産業の創出。
・市内企業との連携。

　Ｄ－egg入居費の一部を補助することにより、入居の
促進及び、企業の市内定着を図ります。

・補助対象
　大学等と連携して起業または新規事業の展開を図ろう
とするもの

・補助額
　３５０円×居室面積(㎡)×12ヶ月

・補助期間
　5年間

担当所属名 産業振興課 直通電話番号 64 － 1364



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺中小企業売込み隊プロジェクト

予算額 3,371 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

事業内容

　
　取引先固定化傾向にある中小企業の弱点であるマーケ
ティングと販路開拓を支援します。
　平成25年度に市内中小企業を取りまとめ、日中ものづ
くり商談会@上海に合同出展を果たし、商談件数100
件、成約数22件、支援満足度100％、次回出展希望
100％と想像を上回る成果がありました。
　平成26年度には、この事業ノウハウを生かし、外部支
援機関の協力をさらに引き出すスキームを構築し、以下
の事業を実施します。

　国内・海外の商談会・展示会に京田辺市企業の合同出
展を行います。
　企業合同出展は単独出展に比べ、スケールメリット等
の効果が得られやすく、販路開拓を進める企業のニーズ
も非常に高くなっています。
　平成26年度からは、京田辺市・京田辺市商工会を中心
に「京田辺中小企業売込み隊」を結成し、より強力に販
路開拓とマーケティング支援を推進します。
　出展企業の選出については、募集の上、商工会を含め
た審査会を通じて決定します。

担当所属名 産業振興課 直通電話番号 64 － 1319



○　目的

○　

○

○ 1/2（D-eggは2/3）
○ 補助限度額 上限200千円（①⑤は100千円）
○ その他 1事業者につき、異なる補助対象事業2つまで利用可。

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 中小企業成長支援事業

予算額 6,500 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

事業内容

補助対象事業
対象事業 対象経費

①新製品開発

　競争に打ち勝つ強い中小企業を育てるため、弱点である「強み
創造」「経営力UP」の2つの観点から総合的な支援を行います。

事業概要
補助対象者
　市内に製造・販売等の活動拠点（本店又は支店）を置く中
小企業者で市税の滞納のないもの
※中小企業者とは中小企業基本法に規定する中小企業者

原材料費、設備等借入費、委託費及び広告
宣伝費

②産学連携 大学・公設試験研究機関等に委託・発注す
る共同研究・受託研究、調査、試験、分
析、学術指導に係る費用（大学等との契約
書等に基づく委託料）及び当該施設の設
備・器具等を借用した際の費用

③産業財産権取
得

特許権、実用新案権、意匠権、商標権の出
願に係る経費
例：出願料、弁理士費用、翻訳料等

④展示会出展 会場借上費、小間内装飾費、広告宣伝費
委託費、梱包運搬費、旅費、人件費

⑤専門家派遣 専門家に対する謝金、旅費

補助率

担当所属名 産業振興課 直通電話番号 64 － 1319



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 有害鳥獣防護柵設置事業

予算額 2,000 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

事業内容

　有害鳥獣被害防止
のために防護柵設置
を推進します。

　有害鳥獣被害防止
のために防護柵設置
を受益者が自ら設置
する際に、一定の要
件のもと、以下の支
援をします。

①柵の材料費用の一
部を補助します。
（新規）
②柵の材料を支給し
ます。（継続）

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 甘南備山治山事業

予算額 2,981 千円 新規・拡充
継続の別 継続

事業内容 　甘南備山の治
山事業として下
草刈りや、間伐
等を行います。

　甘南備山にお
いて、治山事業
を行い、森林浴
やレクリエー
ション等の憩い
の場として活用
します。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 全国茶品評会産地賞奪還対策事業

予算額 3,440 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

事業内容

　
　全国茶品評会産地賞奪還に向けた出品者の意欲と出品
茶の品質向上を図ります。

　
　「平成２５年度全国茶品評会京都府大会　特別出品
奨励金」交付事業により、全国茶品評会において農林
水産大臣賞を受賞するなど一定の成果は挙げました。
　今後も高品質茶の出品を継続して支援し、産地賞を
奪還するため、入賞者に交付する入賞報奨金を増額し
出品者の意欲の向上を図るとともに、現在の栽培中の
茶樹の京都府奨励品種への改植を支援します。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 田辺ナス産地５０周年記念事業支援事業

予算額 250 千円 新規・拡充
継続の別 新規

事業内容

　
　平成２６年で５０周年を迎える「田辺ナス」ブランド
を多角的にPRしていくことで、更なるブランド力の向上
を図ります。

　
　生産者・農業関係者対象の事業だけでなく、消費者
を巻き込んだ事業や、マーケティング、プロモーショ
ン等の実施を支援していくことで、更なるブランド力
の向上を図ります。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 普賢寺地域活性化事業補助金

予算額 3,000 千円 新規・拡充
継続の別 新規

事業内容

　普賢寺地域において、耕作放棄地の解消や、新たな特
産物の創出、イベントを行うこと等について支援を行
い、当該地域の活性化を図ります。

・普賢寺地域において増加する耕作放棄地解消のための
枠組み作りへの補助。
（事業例：耕作放棄地解消を請負う組織づくりや4輪乗
車式草刈機の購入等）

・普賢寺地域における新たな特産物を創出するための開
発コストの一部を助成。
（事業例：加工品の加工機械、新たな果樹の苗等）

・普賢寺地域において行われる他地域の住民を巻き込ん
だイベントについての支援。
（事業例：地域活性化に資するイベント、B級グルメGP
等）

・その他、普賢寺地域活性化を目的とし、地域が必要と
する事業について支援。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 循環型社会形成推進地域計画策定業務

予算額 3,500 千円
新規・拡充
継続の別 継続

　本市の焼却施設の後継施設整備時において、循環型社
会形成推進交付金を活用するために必要な「循環型社会
形成推進地域計画」を策定します。

　循環型社会形成推進地域計画は、３Ｒ推進のための明
確な目標と、この目標を達成するための具体的な各種施
策等を記載するものです。
　この計画に基づき、本市焼却施設の後継施設整備事業
に対して、交付金が交付されます。

現在の焼却施設（甘南備園）

担当所属名 経済環境部　清掃衛生課 直通電話番号 68 － 1288

事業内容



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 環境基本計画推進事業

予算額 5,500 千円
新規・拡充
継続の別 新規

事業内容

　本市の環境保全にかかる施策を体系化し、総合的かつ
計画的に推進するための計画である京田辺市環境基本計
画の見直しを行います。

　本市では、平成１７年３月に京田辺市環境基本計画を
策定し、平成２６年度を目標年次として、環境の保全や
創造に関する施策を定め、市民・事業者・団体等と環境
に関する様々な取り組みを進めています。
　計画期間の中間にあたる平成２１年度には、中間見直
しを行っておりますが、目標年次である平成２６年度を
迎え、計画を見直します。

担当所属名 経済環境部環境課 直通電話番号 64 － 1366



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 地球温暖化対策推進事業

予算額 16,500 千円 新規・拡充
継続の別 継続

事業内容

　本市地球温暖化対策実行計画に基づき、再生可能エネ
ルギーの利用促進や省エネに配慮した高効率設備の導入
を促進するため、住宅用太陽光発電システム及び家庭用
燃料電池システムの設置者に対して、設置費用の一部を
補助します。

①住宅用太陽光発電システム設置補助事業（継続）
　　ア　平成２６年３月３１日までに、国の補助金制度
　　　に申し込みを行った方
　　イ　家庭用燃料電池システムと併せて設置を行う方
　　予算額：9,000千円

②家庭用燃料電池システム設置補助事業（継続）
　　補助額：１件あたり１５万円
　　予算額：7,500千円

担当所属名 経済環境部環境課 直通電話番号 64 － 1366



○　目的

○　事業概要

平成２６年度　当初予算主な事業

事業名 不法投棄未然防止事業

予算額 3,255 千円 新規・拡充
継続の別 継続

事業内容

　一般財団法人家電製品協会の助成を得て、不法投棄さ
れる家電製品（リサイクル家電４品目：①テレビ、②エ
アコン、③冷蔵庫・冷凍庫、④洗濯機・衣類乾燥機）の
量を大幅に削減するための取り組みを行います。

・不法投棄防止のための夜間環境パトロール実施
・不法投棄監視カメラ等システム購入

担当所属名 経済環境部環境課 直通電話番号 64 － 1366


